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巨 次

条 例

◊川崎市国民保護対策本部及び川崎市

  緊急対処>態対策本部粂例¢第93#) 3

  ◊川崎市国民保護協議会条例（第94号）4

◊川皓南路上喫煙の防ll-一に問する条例

  (第&5号> 1

◊川崎苗公害防止等生活頃境の保全に

一関する条例の-・’部を改正する条例

  (第S糊 5

◊川崎市立診療所条例を腱lhする条例

  (第97号）&

OJI [峙市立着誤短期大学条例の一部を

  改正する条例（第他!^  8

〇111埼市立厚生寮粂例を廃止一する粂例-

  (第99号）9

◊川崎市地区計面のE域内における建

築物:こ係る制限に関する粂例の一部

  を改疋する条例（第iflu y・)  9

◊川崎市當住宅条例の・--部を改正する

  条例（第101号> 12

◊ fll崎甫特定公共貨旋住宅粂例の一部

   を改正する粂例（第11)2 ) 12

購訟料（前納）

1 年10,800 円

t箇月 900円

◊川崎市戰員の給軒の調整額の支給に

Mする規則を廃一止する規則（第131,

  射L3

◊川崎市職員特探®務手当支給規則の

  一部を改正する規則（染132号）14

◊川崎市契約規則の一部を改正する規

  則i酔133号> 16

◊川崎市公歯発行条例施行規削の一郎

  を改正する規則（第L34号）16

◊川崎市市悦条例施行規則の一部を改

  正する規則 く窮135号) 16

◊川崎市小児ぜん息患者・医療費支給粂

例施行規則の一部を改疋する規則

   ¢第136号） 20

◊川崎市介護保険連常協議会規則の-

  部を改!£する規則¢第137号> 24

◊川崎市金銭会計規則及び下水道爭祐

財務規則の一部を改正する規則（第

   13& 号）- 24

◊川崎市火災予防規則の一部を改¢す

  る規則（第139号> ^5

◊川崎布石油コンビナート等における

特定坊災施設等及び防災組織等に問

する靴則の一部を改正する規則(狼

  140 号）25

告 示

◊川崎市下水道条例の-祕を改IEする

   条例（第103号）- 12

◊川崎市立学校の設置に閲する条例の

  一部を改正する条例 く弟10>!号）12

◊川崎市立高等学校授業料等徴収条例

  の一部を改正する条例（酢105弓-) 12

規 則

〇Ji|崎市事務分掌規則の ー・郎を改正す

       る 規則 (第128 号> 13

◊川崎市立厚生寮条例施行規則を廃止

  する規則 く第129号> 13

◊川崎市助役事務分担規則及び川崎市

畏職務代理願序に関する規則の一部

  を改正する規則（第130ウ）13

  ◊道路区域の変更（第538号》26

  ◊道路区域の変更（第539号> 26

   ◊道路の供用開始（第540号）―・ー，……・26

◊川崎都市計画生産綠地地区の変更及

  び図掛の縦覧¢第541号> 26

◊川崎都市計画特別緑地保全地区の決

  定及び図害の拔覽[第542号）27

◊川崎都}1T計画特別緑地保全地区の変

  史及び図普の縦驚（第543号> 27

◊結核予防法による指定医療揆関の指

  定（第54‘1号}  27

  ◊ 13転車等の撤去と保管¢第545号）27

◊川崎都市計面高度地区の変更及びK

  杏の拔冤（第545号）2S
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  川 崎 市 公報：第1/150号）甲成18年1月10日

J31崎市路上喫煙の防止に関する条例

(目的）

第1粂この粂例は、路上喫煙を防止することによい

市民等の身体及び財超の安全の確保を図り、もって布

民の生活環境の向L一に資することを目的とするc

¢定義）

第2粂この条例において、次の各号に揭げる用語の意

茂は・それぞれ当孜各号に定めるところによる。

い!|路上喫煙迫川喊市駅前£場占用条例（自3利

58年川崎市条例弟20母）第3条に規定する駅前広場

その他の一粒交通のJI!に供する場所において、たば

こを吸うこと及び火の付いたたばこを持つことをい

 うG

[21市民等本市の区域内に居住し若し くは滞在し、

又ほ本市の区域内を通過する者をいう。

⑶事業者本市の区域内で事粟活動を行うものをい

 うs

(市の責務>

第3条市は.この条例のH的を達成するため、路上喫

煙の防止に係る意識の啓発を図る等必要な施策を推進

しなければならない。.

(市民等及び事業省の與務）

第4条市民等及び事果箭は、この条例の目的を達成す

るために市が実施する路上喫煙の防止に関する施策に

協力しなければならない。

¢喫煙者の實務>

第5粂市民等は-,路上嘴煙をしないよう努めるものとする,：

(路上喫煙防止重点区域>

第6粂市長は，市民等の身体及び財産の安全の確保を

図るため、路上喫通を特に防止する必要があると認め

る区域を路上喫煙防止iRAk<域（以下「重点区域」と

いう。）として指定することか・できる。

2市長は.前項の規姑により重点区域を指定したとき

は、その&を告示する。

¢重点区域の指定の変史等）

第7条市長は，必要があると認めるときは・重点匡域

の指定を変更し、又は解除十ることができる。

2前条第2項の規定は.的項の規定により重点区域の

指定を変更し，又は解險する場合について準用する、

(重点区域における路上喫煙の禁土）

第8条市民等は、敢点区域において路上喫煙をしては

ならない。ただし、市掻が別に定める場所においては・

この限りでない。

(委任）

第9条この条例に定めるもののほか、この条例の実施

のため必寒な事項は，規則で定める。

(罰則）

第条第8条の規定に®反した者は、20.000円以ド

の過料に処する。

附則

(施行期日）

1この条例は・平成1S年4月]旺から施行する。ただ

し，第10粂、次項及び附則第3項の規定は、同年1〇月

1日から施行する，

(川崎市飲料容器等の敦乱防lhに問する条例の一部改

iE)

  2 川崎市飲料容器等の散乱防止に間する条例（平成7

年川崎市条例箱31号）の一郎を次のように改正する。

第9条中「罰金」を「過料」に改める。

(川崎市飲料容器等のJS乱防止に関する条例の一部改

正に伴う経過措置>

  3 前項の規定の梅行前にした川崎市飲科容器等の敬乱

防止に問する条例第7粂に規定する散乱防土重点S域

内(こおける同条例第6条の規定に通反する行為に対す

る罰則の適用については、なお比的の例による。

川崎市公害防止等生活環境の保全に闊する条例の一部

を改!£する条例をここに公布する〇

平成1?年12月22日

川崎市抵阿郎孝夫

川崎市条例第95号

川崎市公害防止等生活環境の保全に間する

粂例の一郎を改正すi条例

川崎市公害防止等生活環境め保金に間する条例¢平成

U年川皓市条例第50号）の一部を次のように改正する。

 π次中

I第3節オゾン眉破壊物貿の俳出妨止¢第126粂・

第127条)」

を

1"弟3節オゾン層破壊物質の俳出防上（第126条-

第127条）

第12章の2建築物に係る環境への負術の低減（第127

  条の2 ~第127条の17) J

に改める。

弟12章の次に次の1章を加える。

第12章の2建築物に係る環境への負荷の低減

(建築主の責務）

姑127条の2建築物（建築基準法（昭和2S年法律第201

冷）第2条第1号に規定する建雄物をいう。以下同じ。>

の新築・增築又は改築（以下「新築等」という。）を

しようとする者は、当該建築物に係る環境への負荷の

低減を図るために適切な措置を碑ずるよう努めなけれ

Ifならない。

<建築物環境配慮指針）

弟127条の3 市長は、前条に規足する君・が行う建築物

に係る環境への負荷の低減をWるための取組を支援す

一 5 一
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るため・建築物に係る環境への戲荷の低減を図るため

の措置その他の措溫〔以下「吸境負荷低減措置等」と

いう。> について配慮すペき:1Jt項及び当該環境負荷低

滅措置等についての雄築物に係る環境への負荷の低減

等の性能（以下r環境性能」という。'||の評価の方法

に開する指針（以下「建築物環抵配慮指針Jという。！

を定め.これを公表する（>のとする，，

(特定建接物環境計画寄の件成等：

弟127条の4床面積¢增築又は改築をする場合にあっ

ては、当該增®又は改築に係る部什の床面積〇以下同

じJの含計が5,000平方メートルを超える建築物であっ

て規則で定める建築物（以下「特定建築物」とぃう。）

の新築等をしようとする游（以下「特定建築主」とぃ

ういli.建築物環境配慮指針に基づき，次に掲げる

事頂を記載した特定建築物に係る環境負荷低減措匿等

及び当該環境負荷低喊措圃等につぃての特定建築物に

除る環境性能の詳価に閲する計画嘗¢以下「特定建築

物環境計画書」とぃう。）を作成し.建築基準法第fi

灸第1項若しくは第6粂の2第1項に規定する確認の

申請又は周法第18条第2埴に規定する計画の通知をし

ようとする日の21日前までに、巾畏に提出しなければ

ならない,-.

特定建築主の氏名又は名称及び住所並ぴに法人に

あっては，その代表者の氏名

ワ:：特定建築物の名称及ぴ所在地

・：3：特定建築物の概要

・N'・特定這築物に係る環境負荷低減措置等に関する事

項

；S)前号に規定する環境貝荷低減措S等についての特

定建築物に係る環塊性の評価に問する事項

(6)その他規則で定める耶項

2 市長は，特定述®物環境計画寄の掠出があったとき

は、前項第2号から第ii号までに掲げる事項その他の

規則で定める事項（以下rst画塞公表事項」という。）

について公表するものとする:，

け芋定建築物環境計画®の変更の届出等）

第127条の5特定建築物の新築等に係る工事が完了す

るまでの間に・前条弟1磁第1号，第2号又は第6号

に掲げる事項rついて疫更をしたときは，特定建築物

環境計画杏を提出した者（特定達築主に変更があった

場合に¢)っては、変更後の特定建築主。以下同じ

は.速やかにその旨を市校に届け出なければならない。

2 特定建築物の新築等に係る一て乎が完了するまでの問

Iこ、前条第1頂第3号から第5号までに掲げる事項に

ついて変更をしようとすると,きは・特定建榮物環境計

画書を這出した者は.当該変更に係る工事に着手しよ

うとするBの15F1前までに，その&を市長に届け出な

ければならない。

3 市戌は、前2項の規定による変Sの妬出があった場

合であって、当該届出に係る寧項が針幽件公表事項で

あるときは、当該変更後の計®曹公表屯似について公

扶するものとする。

[:晄塾等の取りやめの届出等）

冶127条の6 特定建築物環境計画得を描出した君は，

竹定姐築物の新築等を取りやめたときは.速やかにそ

のHを壯Kに届け出なければならない。

 2市βは，萌項の規定による取りやめの而出があつた

とさは、特定建車物の新築等を取りやめたfJその他の

規則そ定める事項について公表するものとする。

{エ・根完了の届出等）

第127染の7特定建築物環境計画掛を捉!|!した者は.

特定姐樂物の新築等に係る工事が完了したときは，速

やかにその旨を市畏に届け出なければならない。

市良は.前項の規定による完了の褪[Kがあったとき

は、特定迅築物の新築等に係る工事が完了した日その

他の規則で定める事項について公去するものとする。

(特定外姐築物環境計画書の作成等）

皓127朱の8 味面積の合計が5,000平方メー トル以丁の

姐築物であって規則で定める建築物（以下「特定外建

雄物」という。）の新築等をしようとする者¢以下

f恃定外建築主」という。）iJ,述築物傑埼配慮指針に

基づき,次に掲げる事項を記載した特定外述榮物に係

る環境負荷低減措置等及び当該環境¢!荷措EWに

ついての特定外建築物に係る環埴性figの評睡に問する

，什画拜（以下「特定外建築物環境計画押」という。）

を作成し，建築基準法第s染第1項若しくは第条の

2第】項に規定する確認の申謂又は間法弟].S条第2項

に規定する計画の通知をしようとするF1の2】日前まで

に、i|f提に提出することができる。

；1!特定外建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人

にあっては，その代表者の既名

(2)特定外建築物の名称及び所在地

(31特定外建築物の概要

リ> 特定外建築物に係る環境負荷t&減措牌等に問する

'Km

⑸前号に規定する環境負荷低減措®等についての特

定外建築物に係る環境性能の評価に間する堺項

⑹その他規則で定める爭項

2第127条の4第2項及び第127染の5から前条までの

規定は，特定外建築物環境計画掛の扱出があった場合

について準用する。この堀合において、弟]27条の4

姑2項及び第127条の5から前条までの規定中「特定

比築物環境計画番・Jとあるのは「#定外使築物環境計

固酋！と.第127条の5から前条までの規定中「特定

迂築物の」とあるのは「特定外述築物の|と・第1打

粂の5窮1項中「特定建築主」とあるのはI特定外逢

・

-6 —
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築主Jと読み替えるものとする，

(分譲共同住宅環境性能表示逃取の設定等）

第327梟の9 市畏は.将定翅築物及び特定外建築物の

うち.そめ金部又は一-部を共河住宅の用途に供する建

築跡であってその共同住宅の用途に供する部分の販売

を目的どして軒築等をする建築物（以下「分讓共同住

宅」というJに係る環境性能の評砥を表記した昆章

(以下「分諾共同住宅環境性表示Jという。）の表示

の方法その他の事項に問する搖¢ <以下「表示基準]

という。」！を定め.これを公我するものとする。

<特定分讓共同住毛M築主等による分譲共同住宅環境

性能表示の表示等）

第127条のW特定迅雄物環境計画書を提出した者のう

ち、分譲共同住宅の新築等をしようとする者（以ア

「特定分譲共同住宅建築主」という。〉は、分謂共同住

宅の共同住宅め叩途に供する部分の販売をg的とした

規則で定める広告をしようとするときは、表示基準に

基づき，当該比告中[こ分誤共同住宅環境性能表示を表

示しなけれii・ならない。

2特定分讓共同住宅迸築主は、他入に分讓共同住宅の

共同住宅の用途に供する郎分の販売の媒介父は代理の

依頼を行った場合において当該販売の媒介又は代趣の

依頼を受けた者（以下「販売受託者」という。> が分

該其同住宅の共同住宅の用途に供する部分の販売をH

的とした規則で企める広告をしようとするときは.表

示基準に基づき、当該広告中に当該販亮受託者をして

分®共同住宅遍堆性能戎示を表示させなければならな

 い。

3前項に規定する場合において・暖売受託昔は.同項

の規・定による表不に協力しなければならない。

(特定分讓共同住宅紐築主による分譲共同住宅環境性

能表示の表示の屈出）

第127条の11特定' ,々肩叫問住宅建築主は・最初に前条

第1項の規定による衣示をし.又は同条第2項の規定

による表示をさせたときは・その日から起算して15EJ

以内に，その1&を市投に届け!bなければならない¢同

条第i項の規定による表示をし，又は同条爵2項の規

定による表示をさせた後，分讓共同住宅環境性能表示

の内容に変更が生じた場合において・最初に当該蛮吏

後の分誼共同住宅斑境性能我示を表示し、又は販売受

託者をして表ポさ甘たときも!司播とするc

(特定分朗共同住宅翅築主等による環境性能の班明〉

第127条の12特足分讓共同住右W築主及びその阪売受

託者は，分譲共同it宅の共同住宅の用途に供する部分

の販売をしようとするときは，当該分譲共同住宅の共

同住宅の用途に供する部分の購入をしようとする者に

対し、当該分誼共M伐宅に係る環境性能を説明するよ

う努めなければならない。

(特定外分該共同住宅建築主等による分播共同住宅環

埃性能表示の表示等>

第127条の！3特定外建築物®境計画嵌を從した者の

うち、分讀共同住宅の新築等をしようとする者（以下

r特定外分讓共同住宅建築主」という。> は、分請共同

住宅の共同住宅の用途に供する部分の眼光をH的とし

た規則で定める広告をしょうとするときは，表示基準

に基づき、当該広吉中に分讓共同住宅環増性能表示を

衣示することができる。

2特定外分誰共同住宅建築主は.その阪光受託君が分

播共同住宅の共同住宅の用遮に供する部分の販売を目

的とした現則で定める広告をしようとするときは、表

示基准に基づき、当該広告中に当諏阪売受託者をして

分讓共同住宅環境性能表示を表示させることがでさる。

3前項に規定する場合において、販兜受託古は、同項

.の規定による表示に協力しなければならない.，

(特定外分謀共同住宅建築主による分濱丸同注宅®境

性能表示の表示の届出）

婿127条の14特定外分讓共同住宅翅築主は，弦初に前

粂沁1功の規定による表示をし，又は問粂第2項の規

定(こよる表示をさせたときは、その日から起算して15

 β以内に、その旨を市畏に届け出なければならない。

問粂染1項の規定による表示をし、又は向粂第2項の

規定による表示をさせた後、分趙共R住宅環境牲能表

示の内芭[こ変更が生じた楊合において，股初に当該変

史後の'分讓共同住宅環境性能表示を衣示し.又は阪売

受託者をして表示きせたときも岡描とする。

(特定外分讓共同住宅建築主等による環境性能の説明）

弟127条の15特定外分譲共同住宅雄築i及びその阪売

受託哲は、分讓共同住宅の共同住宅の川途に供する郎

分の販売をしようとするときは、当諫分詔共同住宅の

共同住宅の用途に供する部分の購入をしようとする者

に対し，当該分越共同住宅に係‘る職性能を説明する

よう努めなければならない。

[環境負荷低減措置等に係る指導等）

酢127条の]6市長は，建築物環境配慮指針を勘案し、

#定遥築物環境計画書を提出した者又は特定外翅娶物

環境計困寄を提出した看に対し・当該特定建築物又は

特定外建築物に係る環境負荷低滅措做等について、必

要な指導及び助言を行うことができる。

2市Kは、特定分謁共同住宅建築,主若しくはその阪売

受託者又は特定外什譲共同住宅建築主若しくはその阪

・光受託哲（以下「特定分譲共同住宅述築主等Jという。）

(二対し，当該分譲共同住宅について第127条の10第1

項若しくは第2項又は第127粂の13第t頂若しくは第

2項の規定による表示の的確な英施を確保するため必

要があると認めるときは、当該分梢共同住宅の分讓共

  | 同住宅環境性能表示の表示について、必要な指導及び

—7 —
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助雷を行うことができる¢

3市長は，特定分譲共同住宅建築主等に対し、当該分

譲共同住宅について第127条の12又は第127条の15の規

定による説明の的確な実施を確保するため必要がある

と認めるときは、当該分譲共同住宅に係る環境性能の

説明について・必要な指轉及び助言を行うことができ

 る〇

(特定建S主等への勧告等）

萌127条の17市長は.特定建築主又ii特定外建築主

(以下「特定建築主等」という。}が、第L27条の4第

1項、第127条の5第L項若しくは第2項（第127条の

8第2項において準用する場合を含むJ,第127条の

11又は第127条のHの規定に違反していると認めると

きぬ当該特定建築主等に対し・必要な措置を識ずる

よう勧告することができる。

  2 市長は、特定分譲共同住宅建築主等が、正当な理由

がなく前条第2項の現定による指尊又は助言に従わず、

かつ、第127粂WiO第1項若しくは第2項又は第127粂

の13德1項若し く は第2項の規定による表示が表示基

準に照らして著しく不十分であると認めるときは，当

該特定牙讓共同&宅建築主等に対し，必要な措置を溝.

ずるよう勧告することができる。

  3 市長は、前2項の規定による勧告を受けた者が、当

讓勧告に従わなかった¥きは・当該勁告を受けた者の
氏名その他の規則て定める事項を公表することができ

 る¢

・1市長は、前項の規定により公表しようとするときは、

あらかじめ，第1項又は第2項の規定による勧告を受

けた者に意見を述べる機会を与えるものとする。

附則

(破行期|3)

Iこの条河は、公布の日から起算してI年を超えない

範囲内において規則で定める3から施行するQ

(経過措置>

2この条例の施行の日（以下「施行日」という。）的

において.建基基準法（昭和25年法律第201号）第6

条第]項若しくは第&条の2第1項に規定する確認の

申請又は同法第1S条第2項に規定する計画の通知が行

われた建築物については.改正後の条例（以下「新条・

例」という。;|の規・定は適用しない〇

3 施行日から起算して21Eが経過する日までの間に・

建築基準法第6条第1填若しくは第6条の2第1項に

規定する掩認の申請又は同怯第1S粂第2頂に規定する

計画の通知が行われる建築物に慄る斬条例第127条の

4第1項及び第127粂の8第】項の規定の適用につい

ては.これらの規定中「建築基準法甫6条第1項苦し

くは第6条の2第1項に規定する確認の申請又は同法

第IS条第2項に規定する計画の通知をしようとする日

の21日前までに」とあるのは、「川崎市公害肪止等生

活環境の保全に関する条例の，-部を改正する粂例（平

成17年川崎市条例第%号）の施行のS以後速やかに」

とする。

川崎市立診療所条例を廃止する条例をここに公布する。

平成17年12月ag

川崎市5阿部孝夫

川崎市条例第97号

HI崎市立診療所条例を瓶止する条例

川崎市立診療所条例（昭和28牟川崎市粂剌第53号}は、

廃止する。

附則

この条例は、乎成1S年4月1日から施行する。

川崎市立看護短期大学粂岡のー・部を改正する粂例をこ

こに公布する。

平成17牟12月22S

川崎布K阿部孝夫

川崎市条例第98号

川崎市立看護短期大学粂例の一部を改正す

る条例

川崎市立看護短期大学染例（平成6年川崎市条例第35

号）の一部&次のように改正する。

別表のi入学選考料等の表中

附則

この条例は，乎成18年4月から施行する

川崎市立厚生寮条例を廃止する条例をここに公布する、

平成!7年12月22日

t
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